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Ⅰ　はじめに
　本概観では，アメリカ合衆国最高裁判所（連邦最高裁）2014年10月開廷期の
30件の刑事関係判決を紹介する。
　今期は，全体的には，全裁判官一致の法廷意見が形成された判決も，その他
の結論において全裁判官一致の判決も減少し， 5対 4に分かれる判決が増加し
た。そして，ロバーツ長官が多数派に与しない判決の件数は前開廷期から倍増
した。他方，本概観でとり上げる刑事関係の判決については， 5対 4に分かれ
た判決が増加した一方，結論において全裁判官一致の判決も増加し，ロバーツ
長官が多数派に与しない例は前開廷期とほぼ同数である。
　今期の刑事関係判決の内容をみると，捜査実務における合衆国憲法修正 4条
関係の先例の法理や連邦の刑罰法規の拡張的な解釈・運用に一定の歯止めをか
ける態度を明示したこと，とくに，後者については直近の判例を変更するとい
う思い切った行動もとったことが目を惹く。
　「逮捕，捜索・押収」で紹介する Rodriguez判決は，警察の現場において一
般化している交通違反を理由に停止させた車両に対する薬物探知犬の利用─
現に，警察車両で 1人勤務をしていたこの事件の警察官は，薬物探知犬を同乗
させていた─に関する事案であるが，自動車の停止は警告切符の交付に終わ
る交通違反の処理のために合理的に必要な時間を超えて行われる場合には違法
となるとして，薬物探知犬の利用によって発見された薬物の証拠能力を認めた
下級審の判断を覆して，事件を差し戻した。薬物探知犬の利用に関しては，ス
ーツケースを対象とした事案に関する1982年10月開延期の Place判決（1） や，本
件と同様の自動車を対象とした事案に関する2004年10月開廷期の Caballes判
決（2） によって，法禁物所持の正当な利益は存在し得ず，法禁物である薬物の
Ⅹ　その他
Johnson v. City of Shelby, 135 S. 
Ct. 346 （2014） （per curiam）
D e p’t o f H o m e l a n d S e c . v . 
MacLean, 135 S. Ct. 913 （2015） 
Henderson v. United States, 135 
S. Ct. 1780 （2015）  
Kellogg Brown & Root Servs. v. 
United States ex rel. Carter, 135 
S. Ct. 1970 （2015）
Kingsley v. Hendrickson, 135 S. 
Ct. 2466 （2015）
（ 1）　United States v. Place, 462 U.S. 696 （1983）.
（ 2）　Illinois v. Caballes, infra note 10.
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存否しか明らかにしない措置はいかなる正当なプライヴァシーの利益も損なわ
ないから，外部から薬物探知犬による検査を行うこと自体は修正 4条の捜索に
当たらないとされている。そうすると，薬物探知犬の利用の成果物である証拠
の許容性の判断は，もっぱら，薬物探知犬が利用できる状態になる過程，ある
いは，警察官においてそのような状態を作出する過程をどう評価するかにかか
ってくるが，その評価には微妙な価値判断が伴う。Caballes判決は，交通違反
について警告切符を発行するのに合理的に必要な時間を超えて停止（抑留）を
継続することは違法であるという一般論を述べているが，同事件の事実関係
は，警告切符作成中に，薬物探知犬を同行していた別の警察官─当該交通違
反による車両停止の報を警察無線で聞きつけて現場に駆けつけていた─が探
知犬を使用したというものであったこともあり，薬物探知犬を利用できる具体
的な時間的限界は必ずしも明確には線引きされておらず，Rodrigues事件の下
級審の結論を導くような考え方を排除しない解釈の余地もあった。これに対
し，連邦最高裁は，Rodrigues判決において，交通違反のみを理由とする停止
を利用して行う薬物探知犬の使用に関してであるが，捜査機関の拡張的な解
釈・運用に歯止めをかける判断を示したのである。なお，2012年10月開廷期の
Jardines判決（3） では，薬物探知犬を連れた警察官が薬物の探知のために個人の
住宅の玄関ポーチに至る敷地部分へ無令状で立ち入る行為を違法な捜索である
と断じている。
　連邦の刑罰法規関係では，エンロン事件などを契機として2002年に制定され
た捜査等の妨害等を目的とした記録，文書または有体物の破壊，隠匿等の処罰
規定の適用の当否が争点となった Yates判決において，漁船の船長が帰港途中
に海に投棄した漁獲規制違反の証拠の魚は有体物ではあるが，同規定にいう有
体物に該当しないとした。また，武装常習犯罪者法は，銃器所持禁止規定の違
反に関して，「暴力的重罪」などの前科が三犯ある者について刑を加重する旨
規定しているが，「暴力的重罪」の定義のうちの残余条項の解釈にはこれまで
も争いがあり，連邦最高裁は，2006年10月開廷期以降，James事件（4），Begay
事件（5），Chambers事件（6） および Sykes事件（7） の 4件の事件をとり上げ，その
（ 3）　Florida v. Jardines, 133 S. Ct. 1409 （2013）［紹介，田中利彦ほか「アメリカ
合衆国最高裁判所2012年10月開廷期刑事関係判例概観」比較法学48巻 1号
268─270頁〔洲見光男〕（2014年）］.
（ 4）　James v. United States, infra note 55.
（ 5）　Begay v. United States, 553 U.S. 137 （2008）［紹介，田中利彦ほか「アメリ
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うち James判決と Sykes判決では漠然性ゆえに無効の主張も斥けている。し
かし，今期，散弾銃不法所持が残余条項に該当するかが争点となった Johnson
判決で，同条項は不明確で，恣意性を生じさせ，デュー・プロセスに違反する
として，大胆な判例変更をした。
　今期のその他の判決でマス・メディアの注目も集めたものとして，警察に対
するホテルの宿泊者名簿提供義務に関する Patel判決，児童虐待事件における
証人対面権に関する Clark判決，皮膚疾患がある場合を除き受刑者が髭を生や
すことを禁じた州の矯正当局の方針が矯正施設その他の施設に収容されている
者による信仰の実践に重大な負担を課すことを禁じた連邦法に違反するかが争
点となった Holt判決，死刑の執行方法に関する Glossip判決，ソーシャル・
ネットワーク上での脅迫事件に関する Elonis判決，自治体の屋外掲示規制に
関する Reed判決がある。
 （田中利彦）
Ⅱ　逮捕，捜索・押収
・Rodriguez判決（8）
　本件は，交通違反で自動車を停止させ，所要の手続を終えた後，薬物探知犬
を使用したことが合衆国憲法修正 4条に違反するかどうかが争われた事案であ
る。
　警察官 Strubleは，2012年 3月27日午前 0時過ぎ，交通違反の嫌疑で上告人
Rodriguezの自動車を停止させ，所要の質問や免許証，車両登録証，保険証書
の確認などをした後，交通違反の切符を発付した。Strubleは，Rodriguezに
カ合衆国最高裁判所2007年10月開廷期刑事関係判例概観」比較法学43巻 1号
168─169頁〔田山聡美〕（2009年）］.
（ 6）　Chambers v. United States, 555 U.S. 122 （2009）［紹介，田中利彦ほか「ア
メリカ合衆国最高裁判所2008年10月開廷期刑事関係判例概観」比較法学44巻
1号179頁〔田中〕（2010年）］.
（ 7）　Sykes v. Unites States, infra note 56.
（ 8）　Rodriguez v. United States, 135 S. Ct. 420 （2015）. ギンズバーグ裁判官執筆
の法廷意見（ロバーツ長官，スカリア，ブライヤー，ソトマイヨール，ケー
ガン各裁判官同調）のほか，ケネディ裁判官の反対意見，トーマス裁判官の
反対意見（アリート裁判官同調，ケネディ裁判官一部同調），アリート裁判
官の反対意見がある。
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エンジンを切って降車し，パトカーの前に立って，応援の警察官が到着するま
で待つよう指示した。午前 0時33分，応援の警察官が現場に到着し，Struble
が薬物探知犬に Rodriguezの自動車の周りを歩かせたところ，探知犬は薬物の
存在を示す反応を示した。切符発付から薬物探知犬が反応を示すまでに経過し
た時間は， 7， 8分であった。自動車捜索の結果，メタンフェタミンの入った
大きな袋が発見された。
　メタンフェタミン販売目的所持で連邦地裁に起訴された Rodriguezは，薬物
探知犬を使用するため合理的な嫌疑なしに自動車の停止を長引かせたとして，
自動車から押収された証拠の排除を申し立てた。治安判事は， 7， 8分の延長
は Rodriguezの有する修正 4 条の権利に対する極めて軽微な侵害（de 
minimis）であって許容されるものであるなどとして，証拠排除の申立てを却
下した。連邦地裁と第 8巡回区連邦控訴裁も，治安判事の判断を支持した。連
邦最高裁は，薬物探知犬を使用するため，合理的な嫌疑なしに自動車の停止を
長引かせることが許されるかどうかについて，下級審の間で対立があるとし
て，これを解消するため，上告を受理した。
　連邦最高裁は，次の判断を示して，上告を棄却し，事件を差し戻した。
交通違反による自動車の停止─乗員の身体拘束─は，逮捕というより
Terry判決（9） の認めた短時分の停止に類似している。許容される停止時間は，
交通違反を処理し道路交通の安全を確保するという，停止を正当化する任務に
よって決定される。Caballes判決（10） で述べたとおり，修正 4条は，停止に関
係しない一定の調査を許容するが，それは，道路上における抑留を長引かせな
い限りにおいてであり，自動車の停止は，警告切符を発付するという任務を完
了するのに合理的に要求される時間を超えて行われるときは，違法となる。
　第 8巡回区連邦控訴裁は，Mimms判決（11） において，警察官の安全確保のた
め，適法に停止させた自動車の運転者を降車させることなど，停止に加えて軽
微な侵害を与えることが許されているとして，本件薬物探知犬の使用を許容し
ようとする。しかし，Mimms判決の認めた警察官の安全に関する利益は，交
通違反の停止それ自体に随伴する，警察官への危険から生じるものである。薬
（ 9）　Terry v. Ohio, 392 U.S. 1 （1968）［紹介，松尾浩也・アメリカ法1969年 2号
246頁（1970年）］.
（10）　Illinois v. Caballes, 543 U.S. 405 （2005）［紹介，二本栁誠・比較法学41巻 1
号252頁（2007年）］.
（11）　Pennsylvania v. Mimms, 434 U.S. 106 （1977） （per curiam）.
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物探知犬の使用は，通常の犯罪行為に関する証拠の発見を 目的とするものであ
り，交通違反以外の犯罪の捜査は，交通違反の処理という任務から外れるもの
であって，Mimms判決に依拠することはできない。
　なお，交通違反の調査に要する時間を超えた Rodriguezの抑留が犯罪行為に
関する合理的な嫌疑によって許容されたかどうかの問題は，未解決であり，第
8巡回区連邦控訴裁の審査に委ねられる。
 （洲見光男）
・Patel 判決（12）
　本件は，ホテルの経営者（operator）に対し，宿泊客に関する情報を記録・
保存し，警察官の立入り調査の際にこれを提供することを求め，提供しない経
営者を処罰する条例が，文面上，修正 4条に違反しないかどうかが争われた事
案である。
　ロサンジェルス市条例は，ホテルの経営者に対し，宿泊客の氏名・住所，到
着日・出発日，支払い方法のほか，部屋番号，室料などを記載した記録簿を作
成し，これを90日間保存し，ホテルの経営にできるだけ支障をきたさない時刻
および方法で行われる警察官の立入り調査に際し，記録簿を提出することを求
め，これをしない経営者を軽罪─ 6月以下の拘禁および1000ドル以下の罰金
─で処罰する旨定めている。
　被上告人 Patelらモーテル経営者のグループや宿泊施設協会は，この条例が
修正 4条に違反するとして宣言的判決および差止めを求めた。連邦地裁は，
Patelらはその記録簿に対しプライヴァシーの合理的な期待をもたないとの判
断を示した。これに対し，第 9巡回区連邦控訴裁は，警察官の調査は修正 4条
にいう捜索に当たり，ホテルの経営者が遵守前審査（precompliance review）
の機会を与えられることなく，記録簿の不提出で処罰されるのは，修正 4条の
許容するところではないとして，連邦地裁の判断を覆した。これに対し，市側
の上告が受理された。
　連邦最高裁は，次の判断を示して，原判決を維持した。
　本件問題は，第 1に，修正 4条についても，制定法に対する文面上無効の主
（12）　City of Los Angeles v. Patel, 135 S. Ct. 2443 （2015）. ソトマイヨール裁判官
執筆の法廷意見（ケネディ，ギンズバーグ，ブライヤー，ケーガン各裁判官
同調）のほか，スカリア裁判官の反対意見（ロバーツ長官，トーマス裁判官
同調），アリート裁判官の反対意見（トーマス裁判官同調）がある。
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張が許されるかどうか，第 2に，許されるとした場合，市条例の当該規定が文
面上無効であるかどうかである。まず，第 1の問題との関係では，当裁判所
は，例えば無令状捜索を認める制定法に対する修正 4条違反の主張を認めてき
ていることに注目すべきである。
　第 2の問題についてみると，ホテルの経営者は遵守前審査の機会を与えられ
ていないため，市条例の当該規定は，文面上，連邦憲法に違反する。司法手続
によらないでなされた捜索は，そのこと自体で，少数の例外に当たる場合を除
いて，不合理なものである。例外の 1つは行政捜索（administrative search）
であり，それが合憲であるためには，捜索を受ける者は，自らが同意をする場
合や緊急事情が認められる場合を除いて，中立的な立場にある判断者による遵
守前審査を受ける機会を与えられなければならない。また，市条例の規定振り
からは，調査がホテルの経営者や宿泊者に嫌がらせをする口実に利用されるお
それがある。
　上告人ロサンジェルス市は，厳重な規制を受ける（closely regulated）事業
については，より緩やかな基準により合憲性判断がなされるべきだと主張す
る。当裁判所が，政府の監督が長年にわたって行われており，その結果プライ
ヴァシーの合理的な期待が認められない厳重な規制を受ける事業に当たると判
断したのは，アルコール飲料の販売（13），銃器の取扱い（14），鉱山の経営（15），自
動車の解体（16） の 4事業のみである。ホテル事業は，公共の福祉に対する明白
で重大なリスクを随伴するものとはいえない。
　仮にホテルの経営が厳重な規制を受ける事業に当たるとしても，修正 4条の
合理性が認められるためには，①検査を行う政府の実質的な利益が認められる
こと，②規制スキームを実施するうえで無令状検査が必要であること，③検査
計画において，検査が規則的に行われることなどが定められているため，令状
に代替し得る保障措置が講じられていることという要件が充足されなければな
らない。しかし，ホテルの経営者による正確で完全な記録簿の作成を確保する
利益は，①の要件を充たすであろうが，②と③の要件を充足するものではない。
 （洲見光男）
（13）　Colonnade Catering Corp. v. United States, 397 U.S. 72 （1970）.
（14）　United States v. Biswell, 406 U.S. 311 （1972）.
（15）　Donovan v. Dewey, 452 U.S. 594 （1981）［紹介，鈴木義男編『アメリカ刑
事判例研究第 2巻』58頁〔加藤克佳〕（成文堂，1986年）］.
（16）　New York v. Burger, 482 U.S. 691 （1987）.
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・その他
　逮捕，捜索・押収に関する本開廷期の判決としては，ほかに，家屋の裏の方
にあるガラスの引戸をノックし，家屋内に立ち入った警察官について，当該行
為を禁止する明確に確立した連邦法がなかったとして，損害賠償責任を否定し
た Carman判決（17），警察官が州の交通法規の解釈を誤り，同法違反の合理的
な嫌疑が認められるとして被疑者の自動車を停止させた行為について，警察官
の法律解釈の錯誤は客観的にみて合理的であったとして，修正 4条に違反しな
いとした Heien判決（18），常習の性犯罪者の身体に衛星監視（satellite─based 
monitoring）装置を装着し，その移動を監視する行為は，修正 4条にいう捜索
に該当するが，当該行為が同条違反に当たるかどうかは，事情の全体性を考慮
した合理性判断によるとした Grady判決（19），警察官が精神障害者の部屋へ立
ち入るには，相手方の有する障害に配慮しなければならないとしても，本件当
時，障害に配慮した立入りを受ける権利が明確に確立していたとはいえないと
して，警察官の損害賠償責任を否定した Sheehan判決（20） がある。
 （洲見光男）
Ⅲ　弁護
　弁護に関する本開廷期の判決としては，州裁判所で死刑判決を受けた被告人
が連邦裁判所にヘイビアス・コーパスを求めたものの，「1996年テロ対策及び
効 果 的 な 死 刑 法（Antiterrorism and Effective Death Penalty Act of 1996 
（AEDPA））」が定める申立ての期限を徒過して却下されたため，申立権の回復
を求める手続を行うにあたって弁護人の交代を求めた事案について，Clair判
決（21） が示した要件である「正義に資する場合（interests of justice）」に当たる
（17）　Carroll v. Carman, 135 S. Ct. 348 （2014） （per curiam）.
（18）　Heien v. North Carolina, 135 U.S. 530 （2014）. ロバーツ長官執筆の法廷意見
（スカリア，ケネディ，トーマス，ギンズバーグ，ブライヤー，アリート，
ケーガン各裁判官同調）のほか，ソトマイヨール裁判官の反対意見がある。
（19）　Grady v. North Carolina, 135 S. Ct. 1368 （2015） （per curiam）.
（20）　City & Cnty. of San Francisco v. Sheehan, 135 S. Ct. 1765 （2015）. アリート
裁判官執筆の法廷意見（ロバーツ長官，ケネディ，トーマス，ギンズバー
グ，ソトマイヨール各裁判官同調）のほか，スカリア裁判官の一部同意・一
部反対意見（ケーガン裁判官同調）がある。ブライヤー裁判官は本判決に関
与していない。
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としたうえで，弁護人の交代を認めなかった原判決を破棄した Christeson判
決（22），重罪謀殺罪（felony murder）などの共犯として有罪判決を州裁判所で
受けた被告人が共同被告人らの通話記録が証拠として取り調べられた際に自分
の弁護人が在廷していなかったことを理由に連邦裁判所にヘイビアス・コーパ
スを求めた事案について，公判の重大な場面での弁護の欠如は被告人が連邦憲
法上の不利益を受けたことを推定させるとした Cronic判決（23） などとは事実関
係を異にしているため，州裁判所の判断は，AEDPAが定めた要件，すなわ
ち，「連邦最高裁の判断により明確に確立された連邦法に反する場合」や「そ
の不合理な適用に当たる場合」には該当しないとして，救済を認めた原判決を
破棄した Donald判決（24） がある。
 （中島　宏）
Ⅳ　事実審理手続
　事実審理手続に関する本開廷期の判決としては，「1996年テロ対策及び効果
的な死刑法」は，州裁判所の判断が，「連邦最高裁の判断により明確に確立さ
れた連邦法」に反するか，そのような連邦法の不合理な適用に当たる場合にの
み，連邦のヘイビアス・コーパスによる救済を認めており（合衆国法典第28編
2254条（d）（1）），そして，連邦最高裁の判例により，連邦法が「明確に確立
された」と判断するにあたって，連邦控訴裁判所は自身の先例に依拠すること
はできないとされているが（25），被害者に致命傷を与えたのは被上告人だと主
張していた検察官が，最終弁論の段階になって，その主張に加えて，教唆・幇
助理論（aiding and abetting theory）によっても被上告人を有罪とし得ると主
張し，最終的に被上告人は第 1級謀殺で有罪とされたところ，検察官の以上の
ような弁論には合衆国憲法修正 6条─事件の性質と内容について告知を受け
る権利の保障─および同修正14条─デュー・プロセスの保障─違反があ
（21）　Martel v. Clair, 132 S. Ct. 1276 （2012）.
（22）　Christeson v. Roper, 135 S. Ct. 891 （2015） （per curiam）.
（23）　United States v. Cronic, 466 U.S. 648 （1984）［紹介，渥美東洋編『米国刑事
判例の動向Ⅲ』96頁〔椎橋隆幸〕（中央大学出版部，1994年）］.
（24）　Woods v. Donald, 135 S. Ct. 1372 （2015） （per curiam）. アリート裁判官の反
対意見（トーマス裁判官同調）がある。
（25）　Marshall v. Rodgers, 133 S. Ct. 1446 （2013） （per curiam）.
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るとして被上告人が連邦裁判所に救済を求めた事案において，被上告人に救済
を認めるのに必要とされる「明確に確立された」判例法は存在せず，第 9巡回
区連邦控訴裁は自身の先例のみに依拠して救済を認めたとして，原判決を破
棄・差戻しとした Smith判決（26） がある。
 （松田正照）
Ⅴ　証人対面権
・Clark判決（27）
　2003年10月開延期の Crawford判決（28） は，1979年10月開延期の Roberts判
決（29） を覆し，「証言的」な公判廷外供述を証拠として許容することは，原供述
者が利用不能（unavailable）であり，かつ，以前に被告人に反対尋問の機会が
与えられていたという場合を除き，合衆国憲法修正 6条の証人対面権条項によ
って禁じられるとした。本件は，「証言的（testimonial）」ということの意義が
問題となった事案である。
　被上告人 Clark─ニックネームは Dee─は，ガールフレンドである
T.T.と，T.T.の子である L.P.（当時 3歳）および A.T.（当時 1歳 6か月）と一
（26）　Lopez v. Smith, 135 S. Ct. 1 （2014） （per curiam）.
（27）　Ohio v. Clark, 35 S. Ct. 2173 （2015）. アリート裁判官執筆の法廷意見（ロバ
ーツ長官，ケネディ，ブライヤー，ソトマイヨール，ケーガン各裁判官同
調）のほか，スカリア裁判官の結論同意意見（ギンズバーグ裁判官同調），
トーマス裁判官の結論同意意見がある。
（28）　Crawford v. Washington, 541 U.S. 36 （2004）［紹介，浅香吉幹ほか「合衆国
最高裁判所2003─2004年開廷期重要判例概観」アメリカ法2004年 2号257─263
頁（2005年），早野暁・比較法雑誌39巻 4号210頁（2006年），二本栁誠・比
較法学39巻 3号203頁（2006年），堀江慎司・アメリカ法2010年 1号107─110
頁（2010年），小早川義則『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅱ─証人対
面権，強制的証人喚問権』140頁（成文堂，2012年），樋口範雄ほか編『アメ
リカ法判例百選』116頁〔津村政孝〕（有斐閣，2012年），大沢秀介＝大林啓
吾編『アメリカ憲法判例の物語』411頁〔君塚正臣〕（成文堂，2014年），憲
法訴訟研究会＝戸松秀典編『続・アメリカ憲法判例』341頁〔津村政孝〕（有
斐閣，2014年）］.
（29）　Ohio v. Roberts, 448 U.S. 56 （1980）［紹介，鈴木編・前掲注（15）105頁
〔中空壽雅〕，渥美編・前掲注（23）297頁〔安冨潔〕，小早川・前掲注（28）
76頁］.
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緒に住んでいた。2010年 3月，保育園の職員らは，L.P.の顔に赤いあざがある
ことなどに気付いた。職員に，「誰にされたの。何があったの」と尋ねられた
L.P.は，「Deeが，Deeが」というようなことを述べた。
　Clarkは，L.P.と A.T.を被害者とするドメスティック・ヴァイオレンスなど
9つの訴因でオハイオ州の裁判所に起訴された。検察側は，保育園の職員に対
する L.P.の供述─以下，「本件供述」という─を証拠として提出したが，
L.P.は，公判廷で証言をしなかった。そして，事実審裁判所は，結局，オハイ
オ州証拠規則の伝聞証拠に関する規定に基づき，本件供述を証拠として許容し
た。
　Clarkは，本件供述を証拠として許容することは修正 6条に違反するとして
異議を申し立てたが，事実審裁判所は，本件供述は「証言的」なものではな
く，修正 6条は適用されないとした。そこで，陪審は， 8つの訴因について有
罪の評決をし，28年の拘禁刑を言い渡した。しかし，州の控訴裁判所は修正 6
条違反があるとして事実審裁判所の有罪判決を破棄し，州最高裁も控訴裁判所
の判決を維持した。
　検察側の上告を受理した連邦最高裁は，大要，以下のような判断を示して，
原判決を破棄し，差し戻した。
　Crawford判決後の先例（30） によれば，供述が「証言的」なものであるか否か
は，その主たる目的が何であるか─「主たる目的」の審査（the “primary 
purpose” test）─によって決定される。進行中の緊急事態（an ongoing 
emergency）に警察が対処するために聴取がなされるなど，会話の主たる目的
が公判廷での証言の代用品（an out─of─court substitute for trial testimony）を
創り出すことでない場合には，修正 6条は問題とならない。
（30）　Davis v. Washington, 547 U.S. 813 （2006）［紹介，浅香吉幹ほか「合衆国最
高裁判所2005─2006年開廷期重要判例概観」アメリカ法2006年 2号285─288頁
（2007年），田中利彦ほか「アメリカ合衆国最高裁判所2005年10月開廷期刑事
関係判例概観」比較法学41巻 3号165─167頁〔二本栁誠〕（2008年），堀江・
前掲注（28）111─114頁，小早川・前掲注（28）173頁，憲法訴訟研究会＝戸
松編・前掲注（28）350頁〔津村政孝〕］; Michigan v. Bryant, 562 U.S. 344 
（2011） ［紹介，浅香吉幹ほか「合衆国最高裁判所2010─2011年開廷期重要判
例概観」アメリカ法2011年 2号370─373頁（2012年），田中利彦ほか「アメリ
カ合衆国最高裁判所2010年10月開廷期刑事関係判例概観（上）」比較法学46
巻 1号193─194頁〔二本栁誠〕（2012年），中村真利子・比較法雑誌46巻 4号
383頁（2013年）］.
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　また，連邦憲法制定当時の刑事訴訟において証拠として許容されていた種類
の公判廷外供述については，その主たる目的にかかわらず，修正 6条違反は生
じないと解される（31）。
　本件において，当裁判所は，法執行官以外の者に対する供述との関係で修正
6条違反が生じ得るのか否かという，これまで態度を保留してきた問題を扱う
ことになった。この点で，当裁判所は，法執行官以外の者に対する供述はおよ
そ修正 6条の適用を受けることはないという立場はとらない。しかし，そのよ
うな供述は，法執行官に対する供述と比べると，「証言的」であるとされるこ
とは多くないのではないかと思われる。そして，本件供述は，明らかに，
Clarkを訴追するための証拠を創り出すことを主たる目的としてなされたもの
ではない。
　本件供述は，進行中の緊急事態の文脈でなされたものであった。保育園の職
員の質問も L.P.の返答も，L.P.に対する脅威について確認し，それを取り除
くことを主たるねらいとしていた。職員は，虐待者を特定して被害者にさらに
危害が加えられるのを防ぐために，質問をしたのである。
　また，幼児の供述が「証言的」とされることは，めったにないと考えられ
る。刑事司法制度についてよく分かっていない L.P.のような 3歳児が，公判
廷での証言の代用品とするのを意図して供述するということは，ほとんどあり
得ないであろう。
　さらに，修正 6条の制定が，それまでの刑事訴訟で許容されていた種類の証
拠の排除を意図したものであったとは考えられない。そして，本件供述のよう
な証拠は，コモン・ロー上も許容されていたということができる。
　質問者の属性も重要な考慮要素となる。本件の質問者は保育園の職員である
が，保育園の職員と児童との関係は，警察と市民とのそれと，明らかに異なっ
ている。
　Clarkは，オハイオ州法上，保育園の職員には児童虐待について当局への通
報義務があるから，職員の質問は警察官の取調べに等しいと主張する。しか
し，法律上通報義務があるという一事をもって，保育園の職員と児童の会話は
（31）　Crawford v. Washington, supra note 28; Giles v. California, 554 U.S. 353 
（2008）［紹介，浅香吉幹ほか「合衆国最高裁判所2007─2008年開廷期重要判
例概観」アメリカ法2008年 2 号219─224頁（2009年），田中ほか・前掲注
（ 5）152─155頁〔宇川春彦〕，堀江・前掲注（28）114─116頁，小早川・前掲
注（28）190頁，憲法訴訟研究会＝戸松編・前掲注（28）359頁〔津村政孝〕］.
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訴追のための証拠の収集を主たるねらいとしたものであるということはできな
い。
　Clarkは，陪審によって「機能的に証言と同様のもの（the functional 
equivalent of testimony）」として扱われるのであるから，本件供述は排除され
るべきであるとも主張する。しかし，先例は，供述が「証言的」なものである
か否かは，陪審がそれを公判廷での証言と同様のものであると捉えるか否かに
よって決定されるとはしていない。また，そのように解したならば，事実上，
検察側によって提出されるすべての公判廷外供述が「証言的」なものというこ
とになってしまうであろう。
 （小川佳樹）
Ⅵ　死刑
・Brumfield判決（32）
　本件は，知的障害者を死刑に処することが合衆国憲法修正 8条に違反すると
した Atkins判決（33） よりも前に死刑判決を受けた者が，同判決後，改めて，同
判決を前提とした知的障害に関する証拠調べ─以下，「Atkins判決に基づく
証拠調べ」という─の機会を得るために，いかなる主張・立証をすればよい
かが問題となった事案である。
　上告人 Brumfieldは，1993年，謀殺罪で死刑判決を受けた。その後，2002年
の Atkins判決を受けたルイジアナ州最高裁は，Williams判決（34） において，
Atkins判決に基づく証拠調べを受けるためには，知的障害を有すると信じる
に足る「合理的根拠（reasonable ground）」を提示するのに十分な証拠を提出
（32）　Brumfield v. Cain, 135 S. Ct. 2269 （2015）. ソトマイヨール裁判官執筆の法
廷意見（ケネディ，ギンズバーグ，ブライヤー，ケーガン各裁判官同調）の
ほか，トーマス裁判官の反対意見（ロバーツ長官，アリート，スカリア各裁
判官一部同調），アリート裁判官の反対意見（ロバーツ長官同調）がある。
（33）　Atkins v. Virginia, 536 U.S. 304 （2002） ［紹介，浅香吉幹「合衆国最高裁判
所2001─2002年開廷期重要判例概観」アメリカ法2002年 2号266─271頁（2002
年），小早川義則『デュー・プロセスと合衆国最高裁Ⅰ─残虐で異常な刑
罰，公平な陪審裁判』171頁（成文堂，2006年），岩田太『陪審と死刑─ア
メリカ陪審制度の現代的役割』374頁（信山社，2009年），椎橋隆幸編『米国
刑事判例の動向Ⅴ』299頁〔中野目善則〕（中央大学出版部，2016年）］.
（34）　State v. Williams, 831 So. 2d 835 （La. 2002）.
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しなければならないとした。
　そこで，Brumfieldは，自らが知的障害者である旨を主張して Atkins判決に
基づく証拠調べを求めたが，ルイジアナ州地裁も同州最高裁もこれを斥けたた
め，連邦地裁にヘイビアス・コーパスの請求を行った。なお，「1996年テロ対
策及び効果的な死刑法」により，Brumfieldの請求が認められるためには，州
裁判所の判断が，合衆国法典第28編2254条（d）（1）にいう「連邦最高裁の判
断により明確に確立された連邦法に反するか，そのような連邦法の不合理な適
用に当たる」か，または，同（2）にいう「州裁判所の手続において提出され
た証拠に照らし，事実に関する不合理な判断（unreasonable determination of 
facts）に基づく」のでなければならない。
　連邦地裁は，2254条（d）（1）および（2）のいずれも充足されるとして
Atkins判決に基づく証拠調べを行い，Brumfieldは知的障害者であると判断し
た。これに対し，第 5巡回区連邦控訴裁は，2254条（d）（1）および（2）のい
ずれも充足されておらず，Atkins判決に基づく証拠調べを行うべきではない
とした。
　上告を受理した連邦最高裁は，大要，次のように述べて，原判決を破棄し，
事件を差し戻した。
　州裁判所の判断は，2254条（d）（2）にいう事実に関する不合理な判断に当
たる（そのため，同（1）については検討の必要がない）。
　我々は，州裁判所が用いた法的な基準の妥当性は問わないし，自らが知的障
害者であるとの「合理的な疑い」を示した者だけが Atkins判決に基づく証拠
調べを受けられる，というルールが同判決に整合することも前提とする。しか
し，① Brumfieldの IQテストのスコアは彼が知的障害者であることと整合し
ない，② Brumfieldは適応障害（adaptive impairment）について何らの証拠も
提出していない，という州地裁の事実に関する判断は，いずれも不合理である。
　まず，①について，州地裁は，Brumfieldの IQテストのスコアが75─な
いしそれ以上─であるという医師の証言に基づき，知的障害者ではないとす
る。ここで，Williams判決によれば，ルイジアナ州において知的障害がある
とされるには，IQテストにおける平均値を標準偏差の 2倍以上下回っている
（more than two standard deviations below the mean of the test）必要がある。証
言を行った医師が用いたウェクスラー式知能テストの場合，70以下がそれに当
たる。
　しかし，Williams判決が述べるように，IQテストのスコアの評価に際して
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は測定の標準誤差（standard error of measurement（SEM））を考慮しなけれ
ばならない。そして，誤差を考慮すると，75というスコアは，知的障害の範囲
に入る可能性がある。
　次に，②について，Williams判決は，適応障害であるというためには，日
常生活の様々な領域，すなわち，自己管理（self─care），言語の理解と使用
（understanding and use of language），学習（learning），可動性（mobility），
自己主導性（self─direction），自立した生活の能力（capacity for independent 
living）のうち 3つ以上において，重大な機能障害が存在することが必要であ
るとした。
　Brumfieldが提出した証拠をみるに，幼少時に特殊学級に入れられたこと，
学習障害が疑われること，かろうじて第 4 級の読解能力（fourth─grade 
reading level）があるに過ぎないことからすると，「言語の理解と使用」および
「学習」の 2つの領域における重大な障害が，また，未熟児として生まれたこ
と，少年期に精神科の施設へ入れられたこと，そこで抗精神病薬や鎮静剤を処
方されていたことからすると，残り 4つの領域のうち少なくとも 1つにおいて
重大な障害があった可能性がある。
　さらに，Atkins判決より前には，知的障害がある旨の主張・立証が陪審に
悪印象を与えるリスクのみが大きく，益するところが乏しかったため，
Brumfieldにはそうした主張・立証の機会がなかったことにも留意しなければ
ならない。Williams判決もいうように，この事情は，Atkins判決に基づく証
拠調べを行うべきであるという方向に作用する要素であるところ，州地裁は，
これを考慮していない点でも，事実に関する不合理な判断を行ったといえる。
 （滝谷英幸）
・Glossip判決（35）
　本件は，オクラホマ州において死刑の宣告を受けた死刑囚21名が，麻酔薬ミ
ダゾラムを用いる同州の新しい死刑執行方法が「残虐で異常な刑罰」を禁止し
（35）　Glossip v. Gross, 135 S. Ct. 2726 （2015）. アリート裁判官執筆の法廷意見
（ロバーツ長官，スカリア，ケネディ，トーマス各裁判官同調）のほか，ス
カリア裁判官の同意意見（トーマス裁判官同調），トーマス裁判官の同意意
見（スカリア裁判官同調），ブライヤー裁判官の反対意見（ギンズバーグ裁
判官同調），ソトマイヨール裁判官の反対意見（ギンズバーグ，ブライヤー，
ケーガン各裁判官同調）がある。
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た修正 8条に違反するとして，合衆国法典第42編1983条に基づく訴えを提起
し，そのうち 4名─ Glossip，Cole，Grant，Warner─が本案審理までの
死刑の仮差止命令を求めた事件である。
　オクラホマ州は，1977年以降，薬物注射を死刑執行方法として採用し，それ
は，第 1に麻酔薬のチオペンタール・ナトリウムを注射して意識を喪失させた
後，第 2に筋弛緩剤を注射して骨格筋の運動を停止させ，第 3に塩化カリウム
を注射して心停止に至らせるという投薬手順に基づくものであった（これらの
薬物を用いた死刑執行は，2008年まで30州で実施されていた）。しかし，その
後，死刑反対論者の活動によりチオペンタール・ナトリウム─および，その
代替薬のペントバルビタール─の製造ないし出荷が停止され，調達が不可能
となったため，オクラホマ州は代替薬としてミダゾラムを用いる新しい投薬手
順を採用し，2014年に死刑囚 Lockettに対してこの方法で死刑を執行した。と
ころが，その執行に際し，Lockettにミダゾラムを注射して意識喪失の判定が
なされた後，筋弛緩剤，塩化カリウムの大半を注射したところで，Lockettが
動き出し，言葉を発したので，塩化カリウム注射を一時中断するという事態が
生じた。同事件に対する調査の結果，注射のための静脈ラインの確保に問題が
あったことが唯一最大の原因であったとされ，この調査結果を受けて，オクラ
ホマ州は，最初に投与するミダゾラムの量を─治療などに用いられる際の定
量を超えた─500ミリグラムとすること，筋弛緩剤および塩化カリウム注射
に伴う苦痛の除去を確実にするための各種安全策─予備用の静脈カテーテル
の挿入，静脈ラインが確保されていることの確認手続，意識状態をモニターす
るための様々な方策など─を講じることを含む，新しい投薬手順を2014年 9
月30日に採用した。
　上記 4名は，2014年11月に死刑の仮差止命令を申立てた。これに対し，連邦
地裁は，申立人らは，州が用いる死刑執行方法と比べて，苦痛を生ずるおそれ
が実質的に低いと認められるような，既知の利用可能な代替手段が存在するこ
とを何ら示していないし，また，州の投薬手順に「重大な苦しみ，不必要な苦
痛を確実性または高度の蓋然性をもって生じさせるおそれ」があり，その「害
悪発生のおそれが，客観的に容認不可能な限度にまで達している」（36） という事
実に関しても何ら証明を果たしていないとして，この申立てを斥けた。上訴を
受けた第10巡回区連邦控訴裁も，連邦地裁の判断を支持した。その後，オクラ
（36）　Baze v. Rees, infra note 37.
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ホマ州は上記 4名のうちWarnerの死刑を2015年 1月15日に執行したが，その
後で連邦最高裁は，残り 3名の死刑執行を停止し，本件を受理した。
　連邦最高裁は，大要以下のような判断を示して，原審の判断を支持した。
　Baze判決（37） に従えば，死刑の執行方法が修正 8条に違反すると認められる
ためには，問題の執行方法に「重大な苦しみ，不必要な苦痛を確実性または高
度の蓋然性をもって生じさせる」おそれがあり，「十分に差し迫った危険」が
あるという事実の認定を要する。また，同判決は，既知の利用可能な代替手段
についての主張・立証責任が，受刑者の側にあることを明らかにしている。
　しかし，第 1に，本件申立人らは，既知の利用可能な代替手段と比べて，問
題の執行方法に害悪を生じさせる実質的なおそれがあるという事実を何ら立証
していない。また，申立人らは，利用可能な代替薬物を示すこともなければ，
別の方法をとらなければならないほど現在の方法に苦痛が生じるおそれがある
という事実も示していない。
　第 2に，死刑執行に伴う苦痛はミダゾラムによって除去される高度の蓋然性
があるという連邦地裁の事実認定には，「明白な誤り」は認められない。申立
人らは，①ミダゾラムは，意識喪失状態を生じさせる効果はあるが，筋弛緩剤
と塩化カリウムの投与の間，苦痛を感じない状態を「持続する」だけの効果は
ないとか，②ミダゾラムには，投与量が一定量を超えるとその効能が頭打ちに
なってそれ以上薬効が上がらない，いわゆる「天井効果」があり，500ミリグ
ラムという多量の投与を行ってもその分の効果が望めないなどと主張するが，
いずれの主張も容れることはできない。まず，①のミダゾラムに苦痛を感じな
い状態を「持続」させる効果があるという点については，それを認める第 1審
の専門家証人の証言に信憑性が認められるし，また，オクラホマ州の投薬手順
は，ミダゾラムの効果が確実に持続するための各種の安全策を設けている。次
に，②のミダゾラムの「天井効果」に関しては，およそミダゾラムにそのよう
な現象が認められるか否かは問題ではなく，500ミリグラム以下の量でそのよ
うな現象が生じ，かつ，その量のミダゾラムでは筋弛緩剤と塩化カリウムの投
与に伴う苦痛を除去できないのではないかという点だけが重要である。そし
て，この点に関する立証責任は申立人の側にある。しかし，申立人において
は，この点の証明がほとんどなされていない。
（37）　Baze v. Rees, 553 U.S. 35 （2008）［紹介，田中ほか・前掲注（ 5）158─159頁
〔新谷一朗〕，小早川義則・名城ロースクール・レビュー18号169頁（2010年）］.
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　そのほかに，申立人は，Baze判決が死刑執行の投薬手順に関して合憲判断
を下した際，当該手順を30州が採用している事実を根拠の 1つに挙げていたの
に対し，ミダゾラムを用いた今回の投薬手順を採用している州はたった 4州に
過ぎないと主張するが，Baze判決には，その30州が採用していた手順と異な
る執行方法には合憲性に疑いがあるなどという含意はない。また，申立人は，
ミダゾラムが苦痛を除去しないことの 1つの例証として，Lockettの死刑執行
の事件を挙げるが，Lockettの執行の際に投与されたミダゾラムの量は100ミリ
グラムでしかなかったし，執行に支障を生じた原因はもっぱら静脈ラインの確
保ができていなかった点にあるのだから，この事件の存在は申立人の立証目的
にほとんど関係がない。
 （杉本一敏）
Ⅶ　上訴等
・Ayala判決（38）
　本件は，訴追側による専断的忌避が Batson判決（39） に反するかどうかを審理
する手続─ Batson審理手続─に被告人側の参加を認めなかったことが仮
に連邦法上の瑕疵に当たるとした場合に，当該瑕疵が無害の（harmless）もの
といえるかどうかが問題となった事案である。
　殺人などの事実で起訴されたヒスパニックの Ayalaは，陪審選任過程で訴追
側が申し立てた専断的忌避のうち， 7名に対するもの─これによって，候補
者中のアフリカ系やヒスパニックの者は全員排除されることになった─は，
Batson判決に照らし許容されない旨の異議申立てをした。州裁判所は，
Batson審理手続を─訴訟戦術が明らかになるおそれを理由とする訴追側の
求めを受けて─ Ayalaとその弁護人の参加を認めない形で実施した。同手
（38）　Davis v. Ayala, 135 S. Ct. 2187 （2015）. アリート裁判官執筆の法廷意見（ロ
バーツ長官，スカリア，ケネディ，トーマス各裁判官同調）のほか，ケネデ
ィ裁判官の同意意見，トーマス裁判官の同意意見，ソトマイヨール裁判官の
反対意見（ギンズバーグ，ブライヤー，ケーガン各裁判官同調）がある。
（39）　Batson v. Kentucky, 476 U.S. 79 （1986）［紹介，橋本裕蔵・比較法雑誌20巻
3号120頁（1986年），藤田浩・判例タイムズ642号51頁（1987年），鈴木義男
編『アメリカ刑事判例研究第 4巻』118頁〔宮崎英生〕（成文堂，1994年），
樋口ほか編・前掲注（28）128頁〔小山田朋子〕］.
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続の結果，州裁判所は，各専断的忌避はいずれも有効かつ人種中立的な（race
─neutral）根拠に基づくものであると判断した。
　その後，有罪判決を受け死刑を宣告された Ayalaが上訴したが，州最高裁
は，Batson審理手続に Ayala側を参加させなかったことは州法上の瑕疵に当
たるが無害のものであり，また，これが仮に連邦法上の瑕疵に当たるものだっ
たとしても─ Chapman判決（40） に照らし─無害のものであるとした。
　Ayalaがその後連邦裁判所にヘイビアス・コーパスによる救済を求めたとこ
ろ，連邦地裁は，本件 Batson審理手続に仮に連邦法上の違法が認められたと
しても，連邦裁判所は，「1996年テロ対策及び効果的な死刑法（AEDPA）」に
照らし，州最高裁の判断を覆すことはできないとした。これに対し，第 9巡回
区連邦控訴裁は，本件 Batson審理手続は，Ayalaの連邦憲法上の権利を侵害
するもので，訴追側の専断的忌避によって排除された 7名の陪審員候補者中少
なくとも 3名との関係では当該瑕疵は─ Brecht判決（41） に照らし─無害
のものとはいえないとした。
　これに対し，連邦最高裁は，以下のような判断を示し，Ayala側を Batson
審理手続に参加させなかったことが仮に連邦憲法上の何らかの瑕疵に当たると
しても，その瑕疵はすべて無害のものであるとして，原判決を破棄し，事件を
差し戻した。
　Brecht基準によれば，仮に Ayalaの連邦法上の権利が侵害されたとしても，
ヘイビアス・コーパスによる救済を受けられるのは，事実審段階での瑕疵によ
って Ayalaが「実際に不利益を受けたこと（actual prejudice）」が立証された
場合に限られる。
　Fry判決（42） によれば，Brecht基準は，AEDPAの要件を包摂するものであ
り，ヘイビアス・コーパスによる救済について同法上明規されている制限─
①救済の基礎となる主張に理由があるかどうかに関する裁判（adjudication on 
the merits）が下されていることを前提として，当該裁判が，②連邦最高裁判
例により明確に確立されている連邦法に反するか，その不合理な適用を含むも
のと認められる場合，あるいは，③州裁判所での審理のなかで提出された証拠
に照らし不合理な事実認定に基づくものと認められる場合を除き，ヘイビア
（40）　Chapman v. California, 386 U.S. 18 （1967）.
（41）　Brecht v. Abrahamson, 507 U.S. 619 （1993）.
（42）　Fry v. Pliler, 551 U.S. 112 （2007）［紹介，麻妻和人・比較法雑誌42巻 4号
171頁（2009年）］.
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ス・コーパスによる救済を受けられないとするもの─を撤廃するものではな
い。
　本件では，州最高裁が，仮に連邦法上の瑕疵があったとしても Chapman判
決の基準に照らしそれは無害のものである旨の裁判を下していること自体には
争いがない。したがって，Ayalaの主張を排斥する旨の州裁判所による当該裁
判について，②ないし③の要件の充足性が問題となる（本件では，Ayala側が
Batson審理手続に参加できなかったことによって「実際に不利益を受けたこ
と」の立証に際し，公正な法律家であれば州最高裁の裁判に賛同する者は 1人
もいないであろうことが示されなければならない）。
　本件では，Ayalaがその排除に異議を申し立てた陪審員候補者 7名との関係
では，─原判決が無害の瑕疵ではないとした 3名との関係でも，残りの 4名
との関係でも，州最高裁の裁判が記録に照らし不合理な事実認定に基づくもの
であることや，当該裁判が連邦最高裁判例によって確立されている連邦法に反
するか，その不合理な適用に基づくものであることを Ayalaは立証できていな
いため─仮にその排除の過程に連邦法上の瑕疵が認められたとしても，その
瑕疵は無害のものと認められる。
 （小島　淳）
・その他
　上訴に関する本開廷期の判決としては，ほかに，事実審裁判所が弁護人の最
終弁論を制限したことが，有罪判決の自動的な破棄が要求される「構造的な瑕
疵（structural error）」に当たるかが争われたヘイビアス・コーパスの事案に
おいて，そのような最終弁論の制限が「構造的な瑕疵」に当たるとする連邦最
高裁の先例はないとして，救済を認めた第 9巡回区連邦控訴裁の原判決を破
棄・差戻しとした Frost判決（43），弁護人よる弁護が有効なものではなかったと
して， Wiggins判決（44） および Spisak判決（45） に依拠して上告人が連邦のヘイビ
アス・コーパスを求めたという事案において，連邦地裁は Spisak判決に基づ
く主張を斥けたが，Wiggins判決に基づく主張を容れて救済を認め，検察側が
Wiggins判決に基づく判示の誤りを理由に控訴したのに対し，上告人が Spisak
判決に基づく主張を再びしたところ，第 5巡回区連邦控訴裁は，検察側の主張
（43）　Glebe v. Frost, 135 S. Ct. 429 （2014） （per curiam）.
（44）　Wiggins v. Smith, 539 U.S. 510 （2003）.
（45）　Smith v. Spisak, 558 U.S. 139 （2010）.
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を認める一方，上告人の Spisak判決に基づく主張に関する判断は権限外とし
てその主張をとり上げなかったことについて， American R. Express Co.判決（46）
─交差上訴をしていない被上訴人は，判決で示された自己の権利を拡大した
り，反対当事者の権利を減じたりすることを目的として判決を非難することが
できないとした─を引用しつつ，Jenningsが控訴審で Spisak判決に基づく
主張を再びしても，そのことが連邦地裁の判決で示された上告人の権利を拡大
したり，検察側の権利を減じたりするものではないとして，Spisak判決に基
づく主張を上告人が控訴審で繰り返すにあたり交差上訴の必要はないとした
Jennings判決（47） がある。
 （松田正照）
Ⅷ　行刑
　行刑に関する本開廷期の判決としては，皮膚疾患が認められる場合を除き，
受刑者が髭を生やすことを禁止する州矯正局の方針は，信教の自由の享受に実
質的な負担を課すものであり，やむにやまれぬ利益を促進するための，最も制
限的ではない手段とはいえず，「宗教的土地利用及び被収容者法（Religious 
Land Use and Institutionalized Persons Act of 2000 （RLUIPA））」に違反すると
した Holt判決（48），訴訟救助（in forma pauperis）による受刑者の訴えが棄却さ
れた場合，当該棄却について上訴が係属中であったとしても，合衆国法典第28
編1915条（g）のいわゆる三振規定─嫌がらせ，悪意に基づく，または，救
済を付与すべき請求を欠くという理由で 3度以上訴えや上訴が棄却された場合
に，当該受刑者による訴訟の提起などを制限するもの─にいう「空振り（a 
strike）」に該当するとした Coleman判決（49），第 3巡回区連邦控訴裁が，合衆
（46）　United States v. American R. Express Co., 265 U.S. 425 （1924）.
（47）　Jennings v. Stephens, 135 S. Ct. 793 （2015）. スカリア裁判官執筆の法廷意
見（ロバーツ長官，ギンズバーグ，ブライヤー，ソトマイヨール，ケーガン
各裁判官同調）のほか，トーマス裁判官の反対意見（ケネディ，アリート各
裁判官同調）がある。
（48）　Holt v. Hobbs, 135 S. Ct. 853 （2014）. 法廷意見はアリート裁判官が執筆（全
裁判官一致）。ギンズバーグ裁判官の同意意見（ソトマイヨール裁判官同調）
がある。
（49）　Coleman v. Tollefson, 135 S. Ct. 1759 （2015）. 法廷意見はブライヤー裁判官
が執筆（全裁判官一致）。
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国憲法修正 8条のもと，被収容者には，効果的な自殺予防対策の適宜の実施を
求める権利があるして，矯正局長官らの免責（qualified immunity）の主張を
斥けたのに対し，当該権利について，当時，連邦憲法上明白に確立したもので
あったとはいえないとして，これを破棄した Barkes判決（50） がある。
 （原田和往）
Ⅸ　刑事実体法
・Yates判決（51）
　合衆国法典第18編1519条は，連邦の調査を妨害する目的で，記録，文書また
は有体物（tangible object）を改ざんし，破壊し，損傷し，隠匿し，隠ぺいし，
偽造し，または，これに虚偽の記載をすることを禁止している。本件は，この
「有体物」に魚が含まれるかが争われた事案である。
　メキシコ湾で調査を行っていた連邦の捜査官が，被告人の漁船の漁獲物に，
連邦の規程（federal conservation regulations）に定められているサイズよりも
小さなアコウ（red grouper）が含まれていることを発見した。しかし，被告
人は，帰港するまでの間に規定よりも小さなアコウを船外に捨てるよう船員に
指示した。
　被告人は，合衆国法典第18編2232条（a）─押収を妨げるための財物の破
壊または移転─と1519条の罪で起訴されたが，2232条（a）の罪による有罪
判決については争っていない。しかし，1519条の罪での訴追については，同条
が，投資家の保護およびエンロン社破綻後の金融市場における信頼の回復を意
図して2002年に制定されたサーベンス・オクスリー法（Sarbanes─Oxley Act of 
2002）に由来していることを指摘し，同条における「有体物」には，コンピュ
ーターのハード・ディスクや航海日誌のような，情報を記録するために使われ
る物のみが含まれ，魚は含まれないと主張した。
　これに対して，連邦地裁は，1519条が企業の不正行為をターゲットにして立
法されたことを承認しつつも，同条における「有体物」に該当するのは，「記
（50）　Taylor v. Barkes, 135 S. Ct. 2042 （2015） （per curiam）.
（51）　Yates v. United States, 135 S. Ct. 1074 （2015）. ギンズバーグ裁判官執筆の相
対的多数意見（ロバーツ長官，ブライヤー，ソトマイヨール各裁判官同調）
のほか，アリート裁判官の結論同意意見，ケーガン裁判官の反対意見（スカ
リア，ケネディ，トーマス各裁判官同調）がある。
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録」や「文書」のような性質を帯びているものに限られないとして，同条の罪
の成立を認めた。また，第11巡回区連邦控訴裁は，1519条における「有体物」
とは，辞書上の定義と同様に，「物的な形状を有する」ものであるから，魚も
当然これに含まれるとして，1519条の罪の成立を認めた。
　これに対して，連邦最高裁は，1519条における「有体物」には，情報を保存
または記録するために用いられるもののみが含まれるとして，原判決を破棄し
た。相対的多数意見の内容は，概ね以下のとおりである。
　法律上の文言の意味は，それが用いられているコンテクストから導かれ，そ
の言葉の辞書上の意味のみで決まるわけではない。「連邦調査及び破産記録の
破壊，変更，又は偽造」という1519条の見出しや，同条が法人の不正行為や会
計監査に関する妨害行為を明示的に対象とする規定（1516条ないし1518条）の
直後に規定されていることは，同条における「有体物」に，あらゆる物的証拠
が含まれるわけではないことを示している。記録，文書その他の物を，公的手
続におけるその物の完全性またはその使用の有用性を損なう目的で，改ざん
し，破壊し，損傷し，または隠匿することを禁止する1512条（c）（1）が，
1519条と同時期に可決されたということも，同様である。なぜなら，連邦政府
が主張するように，1519条における「有体物」にあらゆる物体（physical 
object）が含まれると解釈すると，1519条に違反する行為は1512条（c）（1）に
も違反することになるため，1512条（c）（1）独自の意義が失われることにな
るが，そうした解釈に賛同することはできないからである。
　同種解釈（noscitur a sociis）または同類解釈（ejusdem generis）の原則によ
れば，1519条において，「有体物」という文言が「あらゆる記録，文書」から
始まる言葉のリストの最後に位置しているということから，「有体物」には，
情報を記録または保存するために用いられるもののみが含まれるという解釈が
導かれる。そして，こうした解釈は，1519条の禁止行為のうち，「偽造し，又
はこれに虚偽の記載をする」行為が，典型的には，ハード・ディスクや航海日
誌のような情報を記録または保存する記録や文書を客体としていることとも一
致する。
　また，あらゆる種類の物的証拠の改ざんを禁止していると解釈されてきた
1962年模範刑法典241.7条における「記録，文書，又は物（thing）」の意味も，
1519条の解釈の指標とはならないというべきである。なぜなら，241.7条は軽罪
を規定し，行為者が「公的手続又は調査が進行中であり又は開始されようとし
ているものと信じて」いた事例のみを対象としており，1519条とは大きく異な
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るからである。
　そして，法律解釈の伝統的ツールにこうして依拠することが，1519条におけ
る「有体物」の意味について何らかの疑問を残すのであれば，慈悲の原則
（lenity of rule）に従って判断されなければならない。
 （松本圭史）
・Elonis判決（52）
　本件は，州際通商において，他者を害する脅迫を含む情報を発信することを
連邦犯罪としている合衆国法典第18編875条（c）の違反について，被告人が当
該情報の脅迫的性質を認識している必要があるかどうかが争われた事案である。
　上告人 Elonisは，ソーシャル・ネットワーキング・サーヴィスのフェイス
ブックのページに，自作のラップの歌詞を仮名で投稿した。当該歌詞は架空の
もので，現実の人物について描写したものではないとの注意書きを付していた
ものの，生々しい暴力的な言葉と画像を含んでおり，この投稿が合衆国法典第
18編875条（c）に違反するとして， 5件の投稿について起訴された。
　連邦地裁は，Elonisの投稿について，通常人ならば，発信した内容が脅迫と
解されるであろうと予見し得る場合には脅迫に当たるといえると陪審に説示し
た。Elonisは，脅迫を伝達しようとする意図があったことを立証する必要があ
るという説示を求めたが，連邦地裁はこれを容れず，Elonisは 5件のうち 4件
について有罪判決を下された。第 3巡回区連邦控訴裁もまた， 875条（c）にお
いては，言葉を伝達する意図があればよく，通常人ならば Elonisの投稿を脅
迫とみなすであろうとして，連邦地裁の判断を維持した。
　連邦最高裁は，大要以下のとおり判示し，原判決を破棄・差戻しとした。
　875条（c）は，情報の発信に脅迫が含まれていることを行為者が意図してい
なければならないかについて明確に規定していない。Elonisは，「脅迫」とい
う文言の定義自体に加害の意図が含まれると主張するが，「脅迫」の一般的定
義は心理状態を表したものではない。他方， 875条（b）および（d）では，「強
要の意図」という要件が要求されていることから，875条（c）においては一定
の心理状態に関する要件が除外されていると解すべきではない。
（52）　Elonis v. United States, 135 S. Ct. 2001 （2015）. ロバーツ長官執筆の法廷意
見（スカリア，ケネディ，ギンズバーグ，ブライヤー，ソトマイヨール，ケ
ーガン各裁判官同調），アリート裁判官の一部同意・一部反対意見，トーマ
ス裁判官の反対意見がある。
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　当該規定が心理的状態について規定していないとしても，その要件が排除さ
れているわけではない。というのも，「不法行為が犯罪行為となるには意識的
でなければならない」，あるいは，行為者の行為は「心的に非難に値する」も
のでなければならないという基本原則が反映されるためである。したがって，
心理状態は犯罪の立証に必要な要件である。しかしながら，行為者は自身の行
為が違法であると知っていなければならないということにはならない。必要で
あるのは，行為者が，自身の行為が犯罪に該当する結果を生じさせる事実を認
識していることである。したがって，要求される心理状態について何も規定さ
れていない場合，不法行為と不可罰行為を区別するために，当該法規に必要な
心理状態の要件を読み込む必要がある。
　そこで，875条（c）においては情報が発信されたことと，その情報が脅迫を
含むことの立証が必要である。そして，不法行為と不可罰行為を区別するため
の決定的な要素は，当該情報の脅迫的性質であるから，心理状態の要件が，当
該情報に脅迫が含まれるという事実に対応していなければならない。Elonisの
有罪判決は，彼の投稿が通常人によってどのように理解されるかということの
みを前提とするが，これは過失不法行為法における民事責任を判断する基準で
あり，従来の犯罪成立要件が一定の不法行為の認識を必要としてきたことと相
反する。心理状態の要件は，行為者が脅迫の目的で情報を伝達するか，あるい
は，情報が脅迫とみなされるであろうという認識をもって伝達することによっ
て充足されるのである。
　以上より，第 3巡回裁判所の説示は，875条（c）のもとでの有罪判決を支持
するには十分とはいえない。
 （熊谷智大）
・McFadden判決（53）
　本件は，規制薬物法（Controlled Substances Act （CSA））（合衆国法典第21
編841条（a）（1））違反の罪の主観的要素について争われた事案である。
　上告人McFaddenは，ビデオ店の店主McDanielに対し，コカインなどと同
様に中枢神経系に作用し得る，MDPV，MDMC，4─MECとして知られる成分
（53）　McFadden v. United States, 135 S. Ct. 2298 （2015）. トーマス裁判官執筆の
法廷意見（スカリア，ケネディ，ギンズバーグ，ブライヤー，アリート，ソ
トマイヨール，ケーガン各裁判官同調）のほか，ロバーツ長官の一部同意・
結論同意意見がある。
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を含む粉末を「バス・ソルト」として販売した。
　大陪審は，McFaddenを規制薬物類似体（controlled substance analogues）
販売の 8つの訴因と共謀の 1つの訴因で起訴した。公判で，McFaddenは，販
売していた物質が規制薬物法のもとで規制されているとは知らなかったと主張
した。連邦地裁は，McFaddenが，認識しつつ，あるいは意図的に，規制薬物
と実質上同様に中枢神経系に作用する物質を販売したこと，かつ，その物質を
人に摂取させるつもりであったことについてのみ評決するよう，陪審に指示し
た。陪審はすべての訴因についてMcFaddenを有罪とした。McFaddenは控
訴したが，第 4巡回区連邦控訴裁はこれを棄却し，同裁判所の先例に依拠し
て，本件では，主観的要素については，被告人が本件物質を人に摂取させるつ
もりであったことが証明されれば足りるとした。
　連邦最高裁は上告を受理し，概ね次のように述べて原判決を破棄し，事件を
差し戻した。
　合衆国法典第21編813条は，規制薬物類似体を人に摂取させるつもりであっ
た場合について，同編第13章第 1節パート Bの別表 IまたはⅡに規定された
規制薬物と同様に扱うことを要求しているため，規制薬物を認識しつつ，ある
いは意図的に，製造し，頒布し，投与し，あるいはそれらを行う意図で所持す
ることを違法とする841条（a）（1）の適用が問題となる。841条（a）（1）は，
被告人に「規制薬物」を扱っていることの認識を要求しているが，被告人が，
当該薬物を別表に記載された何らかの薬物であると認識していれば，この要件
は充足される。したがって，規制薬物類似体の場合も同様の認識が要求され，
それは次の 2つの方法で証明され得る。すなわち，第 1に，被告人が，当該薬
物の特性を認識していたか否かにかかわらず，実際に別表に列挙された規制薬
物，あるいはそれと同様に扱われる規制薬物であると認識していたことを示す
証拠による方法であり，第 2に，被告人が，当該薬物の類似体としての法的性
質を知らなくても，その扱っている特定の類似体を認識していたことを示す証
拠による方法である。合衆国法典第21編802条（32）（A）は，化学構造が別表
の規制薬物と実質的に同様の物質である，中枢神経系への作用が当該規制薬物
と実質的に同様あるいはより大きい物質である，あるいは，特定の者が，その
ような作用を有するものと表示しまたはそのような作用を得ようとする物質で
あるという，その特性によって「規制薬物類似体」を定めている。したがっ
て，このような特性の認識があれば，被告人の行為を違法とする事実の認識に
欠けるところはない。
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　これに対して，主観的要素として人に摂取させるつもりであったことしか要
求しない第 4巡回区連邦控訴裁の見解は，813条に適合せず，採用できない。
また，検察側は，被告人が，何らかの法のもとで違法な，あるいは規制されて
いる薬物を扱っていると認識していれば足りるとするが，841条（a）（1）が認
識を要求する「規制薬物」には，いずれかの法律で規制される薬物すべてが含
まれるのではなく，別表に列挙された薬物か，法律によってそれと同様に扱わ
れる薬物しか含まれない。一方，McFaddenは，薬物を「類似体」たらしめて
いる特性の認識が必要だと主張するが，薬物に841条（a）（1）の適用をもたら
すのは「規制されている」という事実であり，その認識は上記の 2つの方法で
証明されるのである。
　主観的要素に関する連邦地裁の陪審への説示は不十分であり，その点につい
て無害の手続的瑕疵に当たるか否かの検討が必要であるのに，第 4巡回区連邦
控訴裁はこの問題に取り組んでいない。そこで，その点について検討させるた
め，事件を差し戻す。
 （大庭沙織）
・Johnson判決（54）
　本件は，ミネソタ州法における散弾銃不法所持罪が，武装常習犯罪者法
（Armed Career Criminal Act）における「暴力的重罪（violent felony）」に当た
るか否かが争われた事案において，暴力的重罪の定義規定の一部について，そ
の漠然性が問題となったものである。
　合衆国法典第18編922条（g）は一定の場合に銃器所持を禁止する規定を置
いており，その違反には通常10年以下の拘禁刑が定められているところ，武装
常習犯罪者法は，暴力的重罪や薬物犯罪の前科が 3犯ある者については，それ
を加重し15年以上の拘禁刑とする旨の規定を置いている。合衆国法典第18編
924条（e）（2）（B）（ii）は，その「暴力的重罪」を定義するなかで，不法目
的侵入，放火，財物強要，爆発物の利用を伴う犯罪を列挙するとともに，「そ
の他」として，「他者の身体に傷害をもたらす重大な潜在的危険を有する行為
を伴う犯罪」─以下，「その他」部分を指して「残余条項」と呼ぶ─を掲
（54）　Johnson v. United States, 135 S. Ct. 2551 （2015）. スカリア裁判官執筆の法
廷意見（ロバーツ長官，ギンズバーグ，ソトマイヨール，ケーガン各裁判官
同調）のほか，ケネディ裁判官の結論同意意見，トーマス裁判官の結論同意
意見，アリート裁判官の反対意見がある。
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げている。
　上告人 Johnsonは，922条（g）違反の銃器所持について有罪を認めたが，そ
の際，検察官は，ミネソタ州法における散弾銃不法所持罪が上記「残余条項」
に当たるとし，それを含めた暴力的重罪の前科 3犯が肯定されるとして，武装
常習犯罪者法の適用を主張した。「残余条項」が，その漠然性のゆえに違憲無
効であるとする主張については，すでに連邦最高裁における James判決（55） と
Sykes判決（56） において斥けられているところであり，連邦地裁および第 8巡
回区連邦控訴裁は，「残余条項」に該当することを肯定し，武装常習犯罪者法
による刑の加重を肯定した。
　これに対し連邦最高裁は，以下のような理由から「残余条項」による刑の加
重は合衆国憲法修正 5条のデュー・プロセス条項に反するとして，原判決を破
棄・差戻しとした。
　そもそも，「残余条項」に該当するか否かを判断するにあたっては，裁判所
はまず，問題となる犯罪が，通常の事案において包含する行為類型を抽象的に
示す必要があり，さらにそのうえで，その抽象的な行為類型が「残余条項」に
おける「重大な潜在的危険」を有するものか否かを判断しなくてはならない。
そもそも，現実の行為について「重大な潜在的危険」の有無を判断するだけで
も不明確さを伴うところ，「残余条項」は，裁判所の想定する抽象概念につい
て同様の判断を行うことを要求しており，より一層不明確性を増大させてい
る。そのように不明確な「残余条項」を適用して刑を加重することは，被告人
の予測可能性を害し，裁判官による恣意的適用を許すことにつながり，デュ
ー・プロセス条項に違反する。
　さらに，「残余条項」の不明確性と恣意的適用の問題が明らかになった以上，
当該条項による刑の加重を肯定した James判決と Sykes判決の判断に固執す
ることは，先例法理の趣旨たる公平性，予測可能性，一貫性を促進するどころ
か損なうことになるとして，両判決の判断を覆すことを明示した。
 （田山聡美）
（55）　James v. United States, 550 U. S. 192 （2007）［紹介，田中利彦ほか「アメリ
カ合衆国最高裁判所2006年10月開廷期刑事関係判例概観」比較法学42巻 2号
350─352頁〔田山聡美〕（2009年）］.
（56）　Sykes v. Unites States, 564 U. S. 1 （2011）［紹介，田中利彦ほか「アメリカ
合衆国最高裁判所2010年10月開廷期刑事関係判例概観（下）」比較法学46巻
3号232─234頁〔田山聡美〕（2013年）］.
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・その他
　刑事実体法に関する本開廷期の判決としては，ほかに，銀行強盗がその犯行
中ないし逃走中に，他人を強制的に同伴した場合に刑を加重する合衆国法典第
18編2113条（e）の規定について，同伴して移動する距離の長短によって，そ
の同伴行為のもつ危険性が変わるものではないから，その距離は数フィートの
短い距離で足りるとしたWhitfield判決（57），外国人の国外退去処分の根拠を定
めた合衆国法典第 8編1227条（a）（2）（B）（i）は，連邦の薬物規制法上の定
義に該当する規制薬物に関するあらゆる法律違反─連邦法・州法・外国法を
問わない─によって有罪判決を受けたことを挙げているが，薬物規制法と異
なる定義をもつ州法上の規制薬物に関する麻薬道具所持罪で有罪となった者に
ついて，州法上と連邦法上の定義に相当程度重なり合いが認められたとして
も，国外退去処分とすることはできないとしたMellouli判決（58），アリゾナ州
ギルバート・タウンの屋外掲示規制中，教会等の行事案内の掲示に関して枚
数・大きさ・場所・時間を細かく定めた規定が，表現の自由に対する制約であ
るとして争われた事件について，当該規制は文面上，表現内容規制に属するも
のであって厳格審査基準に服するところ，当該規制が設けられた目的たる美観
や安全の確保のために必要最小限度の規制とはいえず，厳格審査基準を充たさ
ないとした Reed判決（59） がある。
 （田山聡美）
Ⅹ　その他
　以上のほか，市議会（board of aldermen）によって市警察を解雇された複数
（57）　Whitfield v. United States, 135 S. Ct. 785 （2015）. 法廷意見はスカリア裁判官
が執筆（全裁判官一致）。
（58）　Mellouli v. Lynch, 135 S. Ct. 1980 （2015）. ギンズバーグ裁判官執筆の法廷
意見（ロバーツ長官，スカリア，ケネディ，ブライヤー，ソトマイヨール，
ケーガン各裁判官同調）のほか，トーマス裁判官の反対意見（アリート裁判
官同調）がある。
（59）　Reed v. Town of Gilbert, 135 S. Ct. 2218 （2015）. トーマス裁判官執筆の法廷
意見（ロバーツ長官，スカリア，ケネディ，アリート，ソトマイヨール各裁
判官同調）のほか，アリート裁判官の同意意見（ケネディ，ソトマイヨール
各裁判官同調），ブライヤー裁判官の結論同意意見，ケーガン裁判官の結論
同意意見（ギンズバーグ，ブライヤー各裁判官同調）がある。
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の警察官が，合衆国法典第42編1983条の規定に基づく訴えである旨を明示しな
いまま，その解雇は彼らが市議会議員の 1人の犯罪行為を明るみに出したため
であり，合衆国憲法修正14条のデュー・プロセスの権利が侵害されたとして，
市に対する損害賠償を求めた事案について，連邦地裁がサマリー・ジャッジメ
ントでこれを斥け，第 5巡回区連邦控訴裁が訴えの根拠となる上記連邦法の明
示がないとして控訴を斥けたのに対して，弁論を開かずに控訴審判決を破棄・
差戻しとした Johnson判決（60），国土安全保障省（Department of Homeland 
Security）が発したアルカイダによる旅客機ハイジャック計画のおそれに関す
る 意 見 に 基 づ き， 傘 下 の 運 輸 安 全 保 障 局（Transportation Security 
Administration （TSA））が連邦航空保安官（Federal Air Marshall）全員を召集
して当該問題に関する指示説明を行ったものの，その数日後に，ラスベガス駐
在の航空保安官が，TSAから，日をまたぐ任務は中止する旨のテキスト・メ
ッセージを受け取り，その理由が経費削減のためであると知ったことから，ハ
イジャック警戒中に当該任務を中止することは危険であり，違法であるとし
て，テレビ記者にその事実を告げ，これが明るみに出た結果，TSAから機密
を要する情報を許可なく開示したとして解雇されたため，同保安官が，その開
示は合衆国法典第 5 編2302条（b）（8）（A）に基づく公益通報（whistle 
blowing）に該当するとして，能力主義任用制度保護委員会（Merit Systems 
Protection Board）に不服を申し立てたところ，同委員会は同保安官の開示行
為は公益通報者保護の例外である法律違反行為に当たるとして斥けたが，連邦
巡回区控訴裁（The Court of Appeals for the Federal Circuit）がこれを破棄した
という事案について，公益通報者保護の例外である法律違反は文字どおり法律
の違反であることを要するところ，問題となる開示行為は，合衆国法典第49編
114条（r）（1）による授権に基づいて TSA長官が定めた規則によって禁止さ
れているが，114条（r）（1）自体は禁止を定めてはいないとして，原判決を維
持したMacLean判決（61），重罪（felony）たる大麻譲渡の罪で有罪となった上
告人が，保釈の条件として FBI（連邦捜査局）に提出していた自己所有の銃を
友人に交付してもらいたい旨 FBIに求めたところ，当該友人への譲渡は上告
（60）　Johnson v. City of Shelby, 135 S. Ct. 346 （2014） （per curiam）.
（61）　Dep’t of Homeland Sec. v. MacLean, 135 S. Ct. 913 （2015）. ロバーツ長官執
筆の法廷意見（スカリア，トーマス，ギンズバーグ，ブライヤー，アリー
ト，ケーガン各裁判官同調）のほか，ソトマイヨール裁判官の反対意見（ケ
ネディ裁判官同調）がある。
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人による所持と擬制されるから，重罪前科を有する者が銃器を所持することを
禁じた合衆国法典第18編922条（g）の規定に違反するとして拒絶されたため，
その譲渡の許可を求める訴えを連邦地裁に求めたという事案について，譲受人
が当該銃について重罪の前科のある者の支配を許さないことが確保される限り
は，922条（g）の規定は裁判所による第三者への譲渡の命令を妨げるものでは
ないとした Henderson判決（62），イラクへの派兵に関して軍の浄水業務を請け
負っていた業者が不正な請求をしているとして合衆国法典第31編3731条に基づ
いて提起された刑事的民事訴訟（qui tam action）の出訴期間について，戦時
出訴期間停止法（Wartime Suspension of Limitation Act）が規定する出訴期間
の進行停止の適用の有無などについて争われた事案で，同法の適用は犯罪の訴
追に限られるとした Kellogg Brown & Root Servs.判決（63），被告人として拘禁
されていた上告人が，看守の指示に反したことを理由に房から無理矢理引っ張
り出されるという過剰な有形力の行使を受けたが，それは修正14条のデュー・
プロセス条項に違反するとして，合衆国憲法第42編1983条の規定に基づいて看
守を訴えた訴訟について，看守の主観的な意図は問題ではなく，意図的もしく
は認識したうえで行使された有形力が客観的に不合理であることを示せば足り
るとした Kingsley判決（64） がある。
 （田中利彦）
（62）　Henderson v. United States, 135 S. Ct. 1780 （2015）. 法廷意見はケーガン裁
判官が執筆（全裁判官一致）。
（63）　Kellogg Brown & Root Servs. v. United States ex rel. Carter, 135 S. Ct. 1970 
（2015）. 法廷意見はアリート裁判官が執筆（全裁判官一致）。
（64）　Kingsley v. Hendrickson, 135 S. Ct. 2466 （2015）. ブライヤー裁判官執筆の
法廷意見（ケネディ，ギンズバーグ，ソトマイヨール，ケーガン各裁判官同
調）のほか，スカリア裁判官の反対意見（ロバーツ長官，トーマス各裁判官
同調），アリート裁判官の反対意見がある。
